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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第119期 

第２四半期 
連結累計期間 

第120期 
第２四半期 
連結累計期間 

第119期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （千円） 6,045,202 6,558,220 12,054,978 

経常利益 （千円） 396,302 454,867 653,745 

四半期（当期）純利益 （千円） 241,833 288,319 396,006 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 250,086 293,816 402,958 

純資産額 （千円） 4,470,784 4,786,779 4,562,286 

総資産額 （千円） 10,378,177 10,768,493 10,685,283 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 19.79 23.60 32.41 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 43.1 44.5 42.7 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 895,418 163,089 1,370,531 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △412,743 △192,136 △627,125 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △332,450 △225,003 △318,782 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,190,385 2,297,219 2,465,032 

 

回次
第119期

第２四半期
連結会計期間

第120期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.05 11.66 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（以下「当第２四半期」という）におけるわが国経済は、政府による経済対策や金

融政策などにより、企業業績や雇用の改善がみられ、緩やかな景気回復の動きが続いています。しかしながら、

消費税率引き上げの影響や、海外においては、新興国経済の減速や地政学的リスクの影響などもあり、景気の先

行きについては、依然として不透明な状況にあります。

このような環境下、当社グループは国内外での販売強化に努め、アンチモン事業、金属粉末事業ともに、前年

同期比で増収となりました。

その結果、当第２四半期の売上高は前年同期比513百万円増収（8.5％増収）の6,558百万円、営業利益は63百万

円増益（16.0％増益）の461百万円、経常利益は58百万円増益（14.8％増益）の454百万円、四半期純利益は46百

万円増益（19.2％増益）の288百万円となりました。

セグメントごとの業況は次のとおりです。

[アンチモン事業]

同事業の原料であり、製品販売価格の基準ともなるアンチモン地金の国際相場は、横ばい基調から、7月中旬以

降は緩やかな下げ基調に転じています。当第２四半期の平均はトン当たり9,505ドルで、前年同期の10,142ドルに

比して6.3％ダウンとなりました。円建てでは2.3％のダウンとなりました。

同事業の販売状況につきましては、自動車部品向け販売などが堅調であったことと中国法人での販売が寄与し、

販売数量は、前年同期比420トン増加（14.0％増加）の3,414トンでありました。

その結果、同事業の当第２四半期の売上高は、販売数量の増加により、224百万円増収（6.5％増収）の3,677百

万円となりました。セグメント利益は、67百万円増益（70.4％増益）の164百万円となりました。

[金属粉末事業]

電子部品向け金属粉につきましては、好調なスマートフォン関連需要に支えられましたが、その他の需要では競

合が激しくなっている影響を受けました。自動車部品向けが主用途である粉末冶金向け金属粉につきましては、好

調に推移しました。

用途別の販売状況の実績につきましては、電子部品向け金属粉は、前年同期比27トン減少（7.1％減少）の346ト

ンとなり、粉末冶金向け金属粉は、前年同期比105トン増加（13.5％増加）の887トン、全体の販売数量は、前年同

期比79トン増加（6.8％増加）の1,233トンでありました。

その結果、同事業の当第２四半期の売上高は284百万円増収（11.0％増収）の2,869百万円となりました。セグメ

ント利益は、3百万円減益（1.4％減益）の279百万円となりました。

[その他]

当第２四半期不動産賃貸事業の売上高は10百万円（前年同期比59.9％増収）、セグメント利益は10百万円（前年

同期比64.4％増益）でありました。

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計期間末と比較して167百万円減少の

2,297百万円となりました。これは、現金及び現金同等物の減少額259百万円、新規連結に伴う現金及び現金同等

物の増加額91百万円によるものであります。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は163百万円の収入（前年同期

比81.8％減）となりました。主なプラス要因は、税金等調整前四半期純利益454百万円、減価償却費212百万
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円、仕入債務の増加額101百万円等であり、主なマイナス要因は、売上債権の増加額284百万円、たな卸資産の

増加額166百万円、法人税等の支払額158百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は192百万円の支出（前年同期比53.4％減）となりました。主な要

因は、有形固定資産の取得による支出189百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は225百万円の支出（前年同期比32.3％減）となりました。主な要

因は長期借入金の返済による支出149百万円、配当金の支払額61百万円であります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生

じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①当社の株主の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第３号にいう、財務及び事業の方針の決定を

支配する者の在り方に関する基本方針）

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるべきものと考えております。従いまして、株式会社の支

配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えて

います。また、当社は、資本市場のルールに則り、株式を買い付ける行為それ自体を否定するものではありま

せん。

しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、当社の持続的な企業価値増大のために必要不

可欠な従業員、取引先、債権者等の利害関係者との関係を損ね、当社の企業価値・株主共同の利益に反する重

大なおそれをもたらすものも想定されます。当社は、このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、例

外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。

②基本方針の実現に資する取組み

当社グループは「環境と安全そして成長を最重要課題と認識し、社会との共存を図り、より豊かで快適な生

活環境を創るために必要な物づくりの一翼を担うことに、誇りを持って、たゆむことなく、挑み続ける」こと

を基本理念としております。

また、株主各位をはじめ、取引先、従業員、社会という全ての利害関係者から支持を得て、企業の経済的価

値の向上とともに、社会的責任や環境保全の責務を果たすことが当社の企業価値を高め、ひいては株主共同の

利益の確保、向上に繋がるという認識に立ち、経営にあたっております。

上記の企業努力にもかかわらず、当社取締役会の賛同を得ることなく、特定の株主グループの当社株式の保

有割合が20％以上となるような当社株式の買付けを行おうとする者に対して、①買付行為の前に、当社取締役

会に対して当社が求める情報提供をすること、②その後、当社取締役会（別途設ける独立委員会を含む）が、

その買付行為を評価し、交渉・評価意見・代替案作成の期間を設けることを要請するルールを策定し、このル

ールが遵守されない場合は、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みが必

要であると考えております。

そのため当社は、上記に対する取組みとして、平成25年5月15日開催の当社取締役会の決議及び平成25年6月

27日開催の第118期定時株主総会の決議に基づき、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛

策）」を導入いたしております。

③上記②の取組みについての取締役会の判断 

当社取締役会は、上記②の取組みが、上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共同の利

益を確保・向上させるための取組みであり、株主各位の共同の利益を損なうものではないと判断します。

また、当該買収防衛策は、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防ぐため、独立委員会を設置

し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収防衛策が発動されることが定められており、取締役の地位の維持

を目的とするものではありません。

（4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の金額は、32,219千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,029,500 13,029,500
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 13,029,500 13,029,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成26年7月１日～

平成26年9月30日
－ 13,029,500 － 1,018,126 － 564,725
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（６）【大株主の状況】

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

福田金属箔粉工業株式会社 京都府京都市下京区松原通室町西入 
中野之町176 

1,804 13.85 

双日株式会社 東京都千代田区内幸町2丁目1-1 660 5.07 

太陽鉱工株式会社 兵庫県神戸市中央区磯辺通1丁目1-39 594 4.56 

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町2丁目6番3号 397 3.05 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8-11 305 2.34 

親和物産株式会社 東京都港区西新橋1丁目14-2 286 2.20 

矢地節子 富山県氷見市 225 1.73 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 210 1.61 

三菱UFJ信託銀行株式会社 
（常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内1丁目4-5  
（東京都港区浜松町2丁目11番3号） 193 1.48 

竹上雄輔 千葉県流山市 150 1.15 

計 － 4,824 37.02 

（注）上記のほか、自己株式が814千株あります。
 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式814,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式12,122,000 12,122 －

単元未満株式 普通株式93,500 － 一単元（1,000）未満の株式 

発行済株式総数 13,029,500 － －

総株主の議決権 － 12,122 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年9月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本精鉱株式会社 東京都新宿区
下宮比町3番2号

814,000 － 814,000 6.25

計 － 814,000 － 814,000 6.25

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,465,032 2,297,219 

受取手形及び売掛金 1,810,231 2,094,346 

商品及び製品 1,208,028 1,195,593 

仕掛品 185,574 182,368 

原材料及び貯蔵品 642,561 825,154 

その他 79,507 73,672 

貸倒引当金 △5,775 △6,592 

流動資産合計 6,385,160 6,661,762 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,267,774 1,226,617 

機械装置及び運搬具（純額） 937,163 883,368 

土地 1,478,590 1,478,590 

その他（純額） 66,792 57,836 

有形固定資産合計 3,750,321 3,646,414 

無形固定資産 59,452 64,112 

投資その他の資産 487,332 393,942 

固定資産合計 4,297,106 4,104,469 

繰延資産 3,016 2,261 

資産合計 10,685,283 10,768,493 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,146,542 1,248,186 

短期借入金 1,841,900 1,865,200 

未払法人税等 152,620 153,659 

賞与引当金 89,114 86,408 

その他 394,121 344,765 

流動負債合計 3,624,298 3,698,219 

固定負債    

社債 246,000 232,000 

長期借入金 1,798,000 1,625,500 

退職給付に係る負債 313,730 296,796 

資産除去債務 34,826 35,046 

その他 106,141 94,152 

固定負債合計 2,498,698 2,283,494 

負債合計 6,122,997 5,981,714 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,018,126 1,018,126 

資本剰余金 564,725 564,725 

利益剰余金 3,133,067 3,352,515 

自己株式 △147,286 △147,738 

株主資本合計 4,568,633 4,787,628 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △6,346 △1,841 

為替換算調整勘定 － 991 

その他の包括利益累計額合計 △6,346 △849 

純資産合計 4,562,286 4,786,779 

負債純資産合計 10,685,283 10,768,493 

 

- 8 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 6,045,202 6,558,220 

売上原価 5,219,577 5,653,719 

売上総利益 825,625 904,500 

販売費及び一般管理費 ※ 428,056 ※ 443,182 

営業利益 397,569 461,317 

営業外収益    

受取配当金 1,524 1,841 

負ののれん償却額 787 － 

為替差益 20,829 4,753 

受取保険金 206 9,833 

助成金収入 450 801 

その他 6,228 3,907 

営業外収益合計 30,024 21,136 

営業外費用    

支払利息 20,223 20,380 

その他 11,068 7,206 

営業外費用合計 31,291 27,586 

経常利益 396,302 454,867 

特別利益    

固定資産売却益 － 241 

特別利益合計 － 241 

特別損失    

固定資産除却損 2,073 324 

特別損失合計 2,073 324 

税金等調整前四半期純利益 394,229 454,785 

法人税、住民税及び事業税 157,293 159,256 

法人税等調整額 △4,897 7,208 

法人税等合計 152,396 166,465 

少数株主損益調整前四半期純利益 241,833 288,319 

四半期純利益 241,833 288,319 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 241,833 288,319 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 8,252 4,505 

為替換算調整勘定 － 991 

その他の包括利益合計 8,252 5,496 

四半期包括利益 250,086 293,816 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 250,086 293,816 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 394,229 454,785 

減価償却費 233,719 212,062 

負ののれん償却額 △787 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △116 816 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,745 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △16,934 

賞与引当金の増減額（△は減少） △231 △2,706 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,050 △8,786 

受取利息及び受取配当金 △1,717 △2,604 

支払利息 20,223 20,380 

為替差損益（△は益） 87 － 

有形固定資産除却損 2,073 324 

有形固定資産売却損益（△は益） － △241 

売上債権の増減額（△は増加） 9,945 △284,446 

たな卸資産の増減額（△は増加） 157,040 △166,951 

仕入債務の増減額（△は減少） 197,533 101,896 

その他 11,366 31,337 

小計 1,015,061 338,932 

利息及び配当金の受取額 1,708 2,711 

利息の支払額 △21,263 △19,931 

法人税等の支払額 △100,087 △158,622 

営業活動によるキャッシュ・フロー 895,418 163,089 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の償還による収入 1,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △317,727 △189,269 

有形固定資産の除却による支出 － △566 

無形固定資産の取得による支出 △678 △2,256 

資産除去債務の履行による支出 △80 △44 

関係会社出資金の払込による支出 △95,256 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △412,743 △192,136 
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    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 12,000 － 

長期借入金の返済による支出 △268,800 △149,200 

社債の償還による支出 △14,000 △14,000 

自己株式の取得による支出 △297 △452 

配当金の支払額 △61,090 △61,080 

その他 △262 △270 

財務活動によるキャッシュ・フロー △332,450 △225,003 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △87 △5,231 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 150,137 △259,280 

現金及び現金同等物の期首残高 2,040,248 2,465,032 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 91,467 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,190,385 ※ 2,297,219 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、日銻精礦（上海）商貿有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めてお

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年９月30日） 

販売費 75,878千円 79,583千円 

給与及び手当 160,395 168,416 

賞与引当金繰入額 25,256 25,983 

退職給付費用 1,669 4,702 

研究開発費 31,520 32,219 

減価償却費 4,259 4,029 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 2,190,385千円 2,297,219千円

現金及び現金同等物 2,190,385 2,297,219
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年6月27日

定時株主総会
普通株式 61,090  5.00 平成25年3月31日 平成25年6月28日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月1日

取締役会
普通株式 61,085  5.00 平成25年9月30日 平成25年12月5日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年6月27日

定時株主総会
普通株式 61,080  5.00 平成26年3月31日 平成26年6月30日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 61,073  5.00 平成26年9月30日 平成26年12月5日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３  
アンチモン

事業 
金属粉末
事業 

計 

売上高              

外部顧客への 
売上高 

3,453,140 2,585,194 6,038,335 6,867 6,045,202 － 6,045,202 

セグメント間 
の内部売上高 
又は振替高 

－ 19,565 19,565 － 19,565 △19,565 － 

計 3,453,140 2,604,760 6,057,900 6,867 6,064,768 △19,565 6,045,202 

セグメント利益 96,533 283,181 379,715 6,402 386,118 11,450 397,569 

（注）１．上記の報告セグメントに含めていない、不動産賃貸事業であります。

２．セグメント利益の調整額11,450千円はセグメント間取引の消去11,450千円であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３  
アンチモン

事業 
金属粉末
事業 

計 

売上高              

外部顧客への 
売上高 

3,677,580 2,869,660 6,547,240 10,979 6,558,220 － 6,558,220 

セグメント間 
の内部売上高 
又は振替高 

－ 23,689 23,689 － 23,689 △23,689 － 

計 3,677,580 2,893,349 6,570,930 10,979 6,581,909 △23,689 6,558,220 

セグメント利益 164,453 279,285 443,738 10,524 454,262 7,054 461,317 

（注）１．上記の報告セグメントに含めていない、不動産賃貸事業であります。

２．セグメント利益の調整額7,054千円はセグメント間取引の消去7,054千円であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

  １株当たり四半期純利益金額 19円79銭 23円60銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 241,833 288,319

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 241,833 288,319

普通株式の期中平均株式数（株） 12,217,867 12,215,511

  （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成26年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………61,073千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月５日

（注） 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成26年11月13日

日本精鉱株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 大竹 栄  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 伊藤 恭治  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精鉱

株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２６

年７月１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精鉱株式会社及び連結子会社の平成２６年９月３０日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 （注）1.  上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。 

 2.  ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 
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